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「マーケティングの出番ですか？」と題し

て、主に、モノづくり企業で製品開発、

生産に従事される技術者の方々を対象

に、お仕事に “役立つ”、“必要な”、そし

て “面白い” マーケティング関連情報、知

識、事例、最新トピック等を幅広くご紹

介させて頂きます。

マーケティングの出番ですか？
連載

中小企業に見るデジタルトランス
フォーメーションの超克（後編）
武道誠芳　（株）テンプロクシー　代表取締役

　・WAによるコスト削減 
　
　デジタル化を利した新商品・サービスは膨大なデータ
収集と分析を可能とし、同時に従来業務にも変革を求め
ます。
　WAは、デジタルトランスフォーメーション（DX）
を実現する上で格好なツールですが、その適用は、従来
業務のパフォーマンスを向上させつつ、DXの新サービ
スによる新業務（タスク）を設計し、そのタスクで処理
するデータおよびタスク間のプロセスフローの構築、更
に、組織の情報共有や権限、コミュニケーション環境の
整備など広範囲におよぶため組織間の柔軟な調整を必要
とします。
　DXは、中途半端が許されない、後戻りできない取り
組みであり、経営トップのビジョンとリーダーシップ、
そして覚悟が問われます。DXが企業文化の再創造と言
われる所以です。
　A社では、内部組織の活性化も狙い、外部パートナー
も交えた体制のもと企業文化の再創造に挑んでいます。
●働き方改革
　2019年4月から「働き方改革関連法」が順次施行さ
れますが、読者の方々の企業での取り組みはいかがでし
ょうか？以下に、「働き方改革への意識や企業の取り組
み状況とは？会社員1,000名に調査（マクロミル調査
2018／6）」の上位5位、および「2018 年版働きがいの
ある会社（従業員 1,000 名以上）」で 1 位のシスコシ
ステムズ社の“効果”を見てみました。
　

　後編も、中編に引き続き、中小企業A社を一例にご説
明させて頂きます。
●データ分析によるマーケティング施策
　中編では、顧客セグメントに対応したダイナミック・
プライシングの価格戦略を取り上げましたが、見込み顧
客が優良顧客になるまでの段階に応じた綿密なプロモー
ション戦略も可能となります。New York Times がデ
ジタル化に大事業転換し成功した例では、顧客を6段階
に定義し、各顧客状況に適したプロモーションが展開さ
れました。

※「New York Times Innovation Report」より転載

　Timesのレポートでは、持続的な改善（青線）と破壊
的な変革（赤線）の進展を品質と時間軸でグラフ化し、
顧客の必要最小限のニーズを満たした時点（発火点）で、
破壊的な変革商品が持続的な改善商品の市場を奪うと分
析しています。
　事業規模も業種も異なるA社ですが、予約管理システ
ムの利便性によるサービス向上による売上拡大および省
力化のコスト削減だけでなく、顧客ごとに個別価格の適
用や、顧客の段階に応じた適切なプロモーション等、よ
り効果的に顧客関係を築くことで更なる競争力の向上を
目論んでいます。
●現状分析による新業務フローの確立
　国内でワークフローと言えば、電子化された申請書や
通知書の承認プロセスシステムが最初に想起され、最近
ではRPA（Robotic Process Automation）やAIの業
務適用が注目されていますが、海外ではそれらに加え、
ほぼ全ての業務のルーチンワークを自動化するワークフ
ローオートメーション（WA）の導入が進展しています。
　WAは、組織の規模に関わらず様々なメリットがあり
ます。
　【WAのメリット】
　・業務プロセスの可視化と管理の改善
　・業務のボトルネックの発見と効率の向上
　・業務定義による各従業員の業務品質の向上
　・WAによる連携、内部コミュニケーションの向上

　詰まるところ、「働き方改革」のゴールは「働きがい
のある会社」と言え、シスコシステムズ社では、①企業
文化（多様性を認めあう文化）、②制度（各種人事制度、
組織形態）、③技術の活用（ツールの導入、発展）の3
つの要素を重視しています。
　DXは、企業文化を再創造し、新業務組織を起動し、
社員が「働きがいのある会社」に変身することで達成さ
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　企業力、デジタルサービス力、業務変革力等により、
DXの成否は全く異なり、中途半端が許されず、後戻り
できず、かつROIが不確実であるという事から、DXへ
の投資は、経営者に真の投資（経営）判断を迫ります。

　A社の取り組みを一例にDXを3回にわたりご説明させ
て頂きましたが、製造業に関わる多くの読者の方々は「イ
ンダストリー4.0」の概念との類似性にお気づきかと思
います。
　デロイトトーマツグループが発刊した「インダストリ
ー4.0のパラドックスーデジタルトランスフォーメーシ
ョンを成功させるために」でも、その類似性を踏まえつ
つ、企業の戦略、サプライチェーン、人材、イノベーシ
ョンの課題についてレポートしています。
　デジタルトランスフォーメーションとインダストリー
4.0は時代の要請です。DX不要なデジタルネイティブ
企業や、過去の技術的負債をもたない新興国企業の市場
参入に背中を押されることなく、積極果敢に挑みたいも
のです。
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れます。また、社員の「スキル改革」も不可欠であり、
現在、人材開発手法としてSTEM教育（Science（科学）、
Technology（技術）、Engineering（工学）、Mathematics

（数学））が注目されています。それはDXを牽引、発展
させるスキル人材と言えるかもしれません。
●IT投資
　デジタル化計画（目標設定、IT投資予算、体制、工程、
ノウハウ等）の策定が容易でないDXですが、「Constella 
tion Research 2018 Digital Transformation Study」
調査レポートでは、DXへの投資に対して企業の68％が
有効（Yes）と回答しており、以下の投資効果を期待し
ています。

　①より効果的に顧客に到達し、関与する、50％
　②現在の市場で競争上の優位性を築く、46％
　③データ駆動型の新しいビジネスモデルを導入、36％
　④増収、35％
　⑤従来のITを近代化し、コストを削減、31％

　A社もこれらの投資効果を目指していますが、現在の
ところ、何年でリターンが得られるかは未知数です。

47
情報通信機器・

ソフト
電子機器・
部品

計測・試験・
光学

機械・
ロボット 産業機器 機械要素 環境・

エネルギー素材・化学 その他


